様式第２号（第８条関係）
鳥取県経営革新正規雇用創出奨励金支給申請書（第２回・雇用12月後　申請用）
平成　　年　　月　　日

　鳥取県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請事業主　所在地
        　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　 名称
           　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　鳥取県経営革新正規雇用創出奨励金の支給を受けたいので、以下のとおり申請します。なお支給申請日から支給決定日までの間、第１０条第１項第３号に定める規定に違反しないよう努めることを誓約します。
	①今回奨励金を申請する労働者の雇い入れの日（移転の日）の前日から起算して６月前の日からこの申請日までの期間中での、今回奨励金を申請する労働者を雇い入れる事業所における労働者（雇用保険の被保険者）の事業主都合による解雇の有無

　※有のとき奨励金の対象外
	有 ・ 無

	②１回目の支給の有無
	有　・　無

	
	第１回の支給申請を行った日から今回の支給申請の日

までの間における奨励金支給対象労働者の離職の有無
	有（事業主都合　　 人） ・  無

 　（労働者都合　　 人)

	
	１回目の奨励金支給決定通知書に記載してある「基準人数」
	                                       人

	 ③今回奨励金を

申請する労働者

の氏名

　※申請日が正

規雇用年月日か

ら12月を超えて

いること

	 ａ　　　　　　　　　　　　　

（正規雇用年月日：　　 年　　月　　日）
	 ｄ

（正規雇用年月日：　　年　　月　　日）

	
	 ｂ 
（正規雇用年月日：　　年　　月　　日）
	 ｅ

（正規雇用年月日：　　年　　月　　日）



	
	 ｃ                                   
（正規雇用年月日：　　年　　月　　日）
	 ｆ

（正規雇用年月日：　　年　　月　　日）



	④今回奨励金を申請する人数（③の合計）
	人

	⑤現在の県内在住の雇用保険の被保険者数（奨励金対象者含む）
	人

	⑥法承認経営革新計画又は県版経営革新計画の承認等の日時点の県内在住の雇用保険の被保険者数（欄外注も参照）
	人

	 ⑦奨励金申請額
〔支給条件〕⑤の人数－１回目の奨励金支給決定通知書に記載してある「基準人数」≧④の人数であること。
〔計算方法〕④の人数×５０万円（注２） 
	円

	 ⑧奨励金の振込

希望先
	金融機関名
	 　　　　　　　    銀行  　　　　　   本店・支店

	
	口座の種類
	当　座　・　普通
	口座番号
	

	
	（フリガナ）

 口座名義
	

	
	
	

	⑨経営革新の種類
	(該当する方の□にレ)　□法承認経営革新計画　　　□県版経営革新計画

	 ⑩他の類似助成金

等の受給の有無
	有　（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
 無

	⑪重大な法令違反

の有無
	対象労働者の雇入日（又は移転日）の前日から起算して２年前の日から奨励金の支給申請日までの間、法令に

違反する重大な事実の有無　　　（該当する方の□にレ）　□有・□無

	⑫申請書作成担当

者職氏名
	 職

氏名
	
	電　話
	

	
	
	
	ﾌｧｸｼﾐﾘ
	

	 代行者氏名
	 職

氏名
	
	電　話
	

	
	
	
	ﾌｧｸｼﾐﾘ
	


　注１：⑥の時点について、働くぞ支給要領第３条第１項第３号ウの規定に該当する事業主で、この要領の規定を満すものとみなし申請する場合は、次のとおりとする。

平成23年３月31日ただし、平成23年３月31日時点において使用していた雇用保険の被保険者の総数を法承認経営革新計画の承認日時点において使用していた雇用保険の被保険者が下回っている場合は、当該計画の承認日

注２：支給要領第６条第２項及び３項に該当するときは次のとおり。第２項：④の人数×２５万円　　第３項：直近６月の賃金

の合計額
様式第３号（第８条関係）
鳥取県経営革新正規雇用創出奨励金　対象労働者個別表
	様式第１号（第２号）

の③の記号
	a  b  c  d  e  f
（いずれかに○）



	対象労働者の氏名
	

	 対象労働者の配置先
	

	 雇入(移転)年月日
	　　　　平成　　年　　月　　日

	 雇用予定期間の有無
	　有（平成　　年　　月　　日まで）

　無

※有期雇用は奨励金の対象外

	 直近に雇用されて
 いた企業名
	

	【第６条第２項】

直近に雇用されてい

た企業は申請事業主

の関連会社(※２)への

該当

	関連会社に

該当する・該当しない

（いずれかに○）

　

	【第10条第1項第2号】

H24.4.1以降に申請
事業主に再雇用さ
れていないか

	されている　・　されていない
（いずれかに○）
※H24.4.1以降の再雇用は奨励金対象外

	【第10条第1項第3号】

重大な法令違反の有無
	雇入日（又は移転日）の前日から起算
して２年前の日から奨励金の支給申請
日までの間、法令に違反する重大な事
実
有　・　無

（いずれかに○）


	 本 人 確 認 欄
	上記のとおりであると確認し、また支給

申請日から支給決定日までの間、第10条
第1項第３号の規定に違反しないよう努
めることを誓約します。
　氏名　　　　　　　　　　　　印


※１　様式第１号（第２号）の③に記載した労働者全員を個別に記載すること。

※２　関連会社とは「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）第8条の定めるところによる。
      詳細は上記条文を確認すること。
鳥取県経営革新正規雇用創出奨励金　提出書類チェックリスト

	■要領第８条第関係　提出書類チェックリスト

	根拠
	チェック項目
	確認

	第１号
	・経営革新計画の承認書・認定書（写し）
	

	
	・申請日時点までの売上高等の実績値を記入した経営革新計画の計画書

  （法承認経営革新計画実施企業と県版経営革新計画実施企業で書式が異なります。次ページ以降を参照してください。）
	

	第２号
	・対象労働者個別表（様式第３号）
	

	
	・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（写し）
	

	
	・勤務時間、勤務場所、勤務内容、賃金の額、雇入れ年月日等の労働条件を明示した雇入れ通知書又は雇用契約書（写し）
	

	
	・支払われた賃金等の額が明確に記載された賃金台帳（写し）
	

	第３号
	・対象労働者が雇用される事業所の就業規則及び賃金規則

　（従業員数１０人未満の事業所で法律上の作成義務がなく、作成していない場合は添付の必要はありません）
	

	第４号
	・計画承認等の日時点の県内事業所における雇用保険の被保険者である労働者名簿
	

	
	・上記の日時点の公共職業安定所が発行する事業所別被保険者台帳
	

	第５号
	・奨励金申請時点の県内事業所における雇用保険の被保険者である労働者名簿
	

	
	・上記の日時点の公共職業安定所が発行する事業所別被保険者台帳
	

	第６号
	・対象労働者の雇入れの日の６月前から申請日までの期間に係る公共職業安定所が発行する事業所別被保険者台帳（当該期間中に在職していた全ての者の情報が掲載されているものであること）
	

	第７号
	（第１号の実績値が、計画値から大きく乖離している場合）

・原因分析、今後の方針・事業計画を整理した書類
	必要なときは県から連絡します

	第８号
	・その他必要と認める書類
	必要なときは県から連絡します


※　上記以外についても、別途提出をお願いする書類がある場合がありますので、予めご了承ください。


（別表２）

実施計画と実績

	番号
	計　　　　画
	実　　　　績

	
	実　施　項　目
	評価基準
	評価

頻度
	実施

時期
	実施

状況
	効果
	対策

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



（別表３）

経営計画及び資金計画

参加中小企業者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

	
	２年前

(年月期)
	１年前

(年月期)
	直近期末

(年月期)
	１年後

(年月期)
	２年後

(年月期)
	３年後

(年月期)
	4年後

(年月期)
	５年後

(年月期)

	①売上高
	
	
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益

（①－②）
	
	
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び

一般管理費
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑥営業外費用
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑦経常利益

（⑤－⑥）
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑨設備投資額
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑩運転資金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	普通償却額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	特別償却額
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑪減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑫付加価値額

（⑤＋⑧＋⑪）
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑬従業員数
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑭一人当たりの付加価値額(⑫÷⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑮資金調達額（⑨＋⑩）
	政府系金融機関借入
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	
	民間金融機関借入
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	
	その他
	－
	－
	－
	
	
	
	
	

	合　計
	－
	－
	－
	
	
	
	
	



（７）経営計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

	
	直近期末

(　年　月期)
	１年後

(　年　月期)
	２年後

(　年　月期)

	1 売上高
	
	
	

	2 売上原価
	
	
	

	3 売上総利益（①－②）
	
	
	

	4 販売費及び一般管理費
	
	
	

	5 営業利益
	
	
	

	6 営業外費用
	
	
	

	7 経常利益（⑤－⑥）
	
	
	

	8 人件費
	
	
	

	9 減価償却費
	
	
	

	10 付加価値額（⑤＋⑧＋⑨）
	
	
	

	11 従業員数
	
	
	


（８）新たな取組の実施項目及び期間　※実施項目ごとに期間を「→」で表示すること
	 項 目
	年
	１ 年 度 目
	２ 年 度 目

	
	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


★法承認経営革新計画を実施中の場合　１／２枚目


申請日時点までの売上高等の実績値を記入した経営革新計画の計画書の様式


（計画承認申請時に作成した内容を時点修正したもので構いません）








★法承認経営革新計画を実施中の場合　２／２枚目


申請日時点までの売上高等の実績値を記入した経営革新計画の計画書の様式


（計画承認申請時に作成した内容を時点修正したもので構いません）





★県版経営革新計画を実施中の場合　１／１枚目


申請日時点までの売上高等の実績値を記入した経営革新計画の計画書の様式


（計画認定申請時に作成した内容を時点修正したもので構いません）








